
H17 年 国 調 H12 年 国 調

64,011 人 59,577 人

決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 構 成 比 決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 経常収支比率
8,385,568 40.3 7,684,105 67.1 5,367,760 26.1 4,834,326 39.5

418,738 2.0 418,738 3.7 (3,858,672) (18.8) (3,460,410) (28.3)
62,056 0.3 62,056 0.5 2,743,094 13.3 1,037,714 8.5
30,562 0.1 30,562 0.3 2,507,764 12.2 2,443,127 20.0
43,480 0.2 43,480 0.4 (2,507,621) (12.2) (2,442,984) (20.0)

537,556 2.6 537,556 4.7 (143) (0.0) (143) (0.0)
23,349 0.1 23,349 0.2

0 0.0 0 0.0
145,339 0.7 145,339 1.3 2,488,339 12.1 1,795,010 14.7
291,943 1.4 291,943 2.5 239,779 1.2 205,925 1.7

2,284,327 11.0 2,076,204 18.1 755,885 3.7 459,539 3.8
(2,076,204) (10.0) (2,076,204) (18.1) 356,752 1.7 0 0.0

(208,123) (1.0) (0) (0.0) 8,028 0.0 0 0.0
11,413 0.1 11,413 0.1 1,913,481 9.3 954,358 7.8

441,374 2.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0
390,010 1.9 107,412 0.9 4,183,116 20.3 0 0.0
130,610 0.6 0 0.0 (62,071) (0.3) (0) (0.0)

2,896,610 13.9 0 0.0 4,183,116 20.3 0 0.0
15,041 0.1 15,041 0.1 補助 (2,889,452) (14.1) (0) (0.0)

950,073 4.6 0 0.0 単独 (1,257,822) (6.1) (0) (0.0)
29,132 0.1 10,503 0.1 府営事業負担金 (35,842) (0.2) (0) (0.0) 起債制限比率

182,799 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 （３年平均）
921,042 4.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 実質公債費比率
229,399 1.1 0 0.0 － － － － （３年平均）
134,170 0.6 1,222 0.0 － － － －

2,270,668 10.9 0 0.0 － － － －
(108,500) (0.5) (0) (0) － － － －
(675,300) (3.2) (0) (0) － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

1号

決 算 額 構 成 比 対前年度比率 区 分 構 成 比 対前年度比率 2号
個 人 2,925,821 34.9 0.2 議 会 費 1.0 △1.3 3号
法 人 540,532 6.4 21.3 総 務 費 10.9 △13.4

3,870,631 46.2 △0.5 民 生 費 25.1 △7.5 人 円
62,086 0.7 4.5 衛 生 費 10.8 △4.3 520 334,117

284,978 3.4 △3.7 労 働 費 0.2 △0.9
57 0.0 △14.9 農 水 費 2.3 △21.3
－ － － 商 工 費 0.5 △15.5
－ － － 土 木 費 21.1 0.0
－ － － 消 防 費 5.0 △5.2
－ － － 教 育 費 11.0 △1.7

701,463 8.4 0.7 災 害 復 旧 費 － 皆減
－ － － 公 債 費 12.2 3.8 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

(701,463) (8.4) (0.7) 諸 支 出 金 － － 802 7,975 18,460
－ － － 前年度繰上充用金 － － 2.9 29.3 67.8

937 7,280 16,339

3.8 29.7 66.5

注）構成比等については、端数処理を行っていない為、合計と一致しない場合があります。

標準財政規模 11,216,080

面 積

42.94K㎡

261,261

地方税 人件費
区 分 区 分

決 算 額

H18.3.31住基人口

配当割交付金
20,563,998

利子割交付金

20,825,259
歳入総額
①
歳出総額
②

地方譲与税 (うち職員給)

特別地方消費税交付金
191,570

べき財源　④
翌年度へ繰越すゴルフ場利用税交付金

小 計 10,618,618 51.6 8,315,167 67.9

0.6
地方特例交付金 維持補修費
自動車取得税交付金 物件費

69,691
実質収支
⑤＝③－④

地方交付税 補助費等
△49,261

単年度収支　⑥＝

本年度⑤－前年度⑤普 通

⑨＝⑥＋⑦－⑧＋⑩
△333,261

積立金現在高
交通安全特別交付金

60,700
（財政調整基金）

積立金　⑦

内

訳

公債費比率
積立金

積立金取崩し額⑧

手数料
投資的経費

地方債現在高344,700

実質単年度収支

国有提供施設等交付金
普通建設事業費国庫支出金

内

訳財産収入
府支出金

繰越金
－

－ －

20,563,998

国 保 会 計 の 状 況

－
うち減税補てん債

－
うち臨時財政対策債

95.8 収支額
3.0 ％

100.0 11,729,999

1.4 ％
被保険者数
（年平均）

17,324 人

12,273 千円

普通会計から
の繰入額

464,172 千円

一般職員

均
等
割

3,600,000 円

2,100,000 円
492,000 円

法人税割 14.7 ％

固定資産税

区 分 職 員 数

固定資産税 5,158,789
2,222,207

32,389
軽自動車税
たばこ消費税

固 定 資 産 税

(うち技能労務職)
(70) (334,914)

市 民 税

教育公務員
50

87.0
12 年
国 調

10.4 89.9

事業所税 －

合 計 8,385,568 100.0 0.9 合 計

適 用 税 率 の 状 況

市

民

税

個
人

均等割 3,000 円

所得割

97.8 8.2

歳入歳出差引額
③＝①－②

－

被保険者
一人あたり調定額

78,418 円

一世帯あたり
保険税調定額

22,562,303

0 収益事業収入額

債務負担行為額 792,508

149,090 円

0

加入世帯数
（年平均）

9,112 世帯

12.6
(12.4)
13.9

(14.0)

16.9

実質収支比率

6,796,020

普 通 会 計 等 財 政 状 況 調 （ 平 成 １ ７ 年 度 ）
（単位：千円・人・％）

団体名 京田辺市 人口
H18.3.31住基世帯数 H12年国調人口集中地区人口 人 口 密 度 類 似 団 体 の 類 型

Ⅱ－５1,491 人

歳 入 歳 出 （ 性 質 別 ）
区 分

60,209 人 22,552 世帯 44,621 人

区 分 指 数 等

扶助費
基準財政収入額 6,962,330

公債費

基準財政需要額 9,038,534

内
訳

元利償還金
地方消費税交付金 一時借入金利子
株式等譲渡所得割交付金

財政力指数 0.770
（３年平均） (0.772)

繰上償還金
⑩

特 別 投資・出資・貸付金
繰出金
前年度繰上充用金

使用料
分担金及び負担金 （財政調整基金）

(うち人件費)

諸収入
地方債

寄附金 災害復旧事業費
繰入金 失業対策事業費

合 計 20,825,259 100.0 11,458,923 100.0 合 計

市 税 目 的 別 歳 出
職 員 給 等 の 状 況 法

人市民税

区 分 決 算 額
203,927

2,234,364
一 人 あ た り
給 与 月 額

鉱産税
特別土地保有税 93,127

市 税 徴 収 率
電気税 4,345,489

471,600
(うち消防職）

(104) (322,865)
都市計画税 0.28 ％

計
被保険者
一人あたり費用

402,061 円
法定外普通税 2,262,775 320,100

区　　分 現年 滞納
ガス税 1,031,567

目的税 －
臨時職員

内

訳

入湯税 2,507,764
都市計画税 －

98.9 15.6 93.3
産 業 構 造 （ 人 ・ ％ ）

市 税 全 体 98.420,563,998 100.0 △4.7 合 計 332,887
7 年
国 調

570


